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研究成果の概要（和文）：本研究では，比較的早い段階から人口減少が観察されている地方都市を対象とし，高齢者を
中心とした都市内人口移動傾向や人口分布の変化から地域再生の方向性を探った。都心回帰は，確かに東京圏などの大
都市圏において先行的に観察された現象であったが，2000年代以降は地方都市の都市圏においても都心回帰が広く波及
してきたことなどを明らかにした。今後，各地域においていっそうの少子高齢化・人口減少が不可避な状況のなかで，
とくに地方都市では従来のように人口分布が再度分散に向かうことは想定しづらく，近年の人口の流れに沿った形での
地域計画フレームを模索していくことが求められるであろう。

研究成果の概要（英文）：This study discusses the direction of regional regeneration from migration trend 
and population distribution change within cities, especially those of aged people, targeting local cities 
which have experiencing population decline from earlier time. The main findings obtained are summarized 
as follows. First, although population re-centralization was certainly observed earlier in greater 
metropolitan area, such as Tokyo metropolitan area, it spread rapidly to the metropolitan area of local 
cities after 2000s. Second, the trend of population re-centralization seemed to be more striking among 
aged people. As it is hardly imaginable to the population distribution of local cities go toward 
sprawling again in the situation where aging society with fewer children and population decline are 
projected to proceed heavily in the future, it will be necessary to seek new regional planning frame 
along with the recent population flows.

研究分野： 地域人口学
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１．研究開始当初の背景 
 わが国の人口は 2008 年を境に減少局面に
入ったとされるが，非大都市圏ではそれ以前
から長期的な人口減少局面を迎えている地
域が少なくない。また，地域別にみた人口減
少の主因は，かつては社会減少であったが，
近年においては自然減少に移行しつつある。
人口移動が地域別の人口変化に与える影響
は依然として大きいが，自然減少が卓越する
状況においては，仮に転出超過が転入超過に
変化したとしても人口減少は不可避となる
ことには留意すべきである。したがって，将
来の地域計画においては，従来のような人口
増加を前提としたものではなく，長期的な人
口減少を織り込んだ内容が盛り込まれる必
要があると考えられる。さらに，各地域にお
いて少子高齢化がいっそう進展するなかで，
高齢者の人口移動・人口分布を考慮した地域
再生は，今後の地域計画において大きな課題
であるといえる。 
 1990 年代以降，東京圏など大都市圏では
都心に人口が再集中する都心回帰現象が観
察され，それらをテーマとした研究も多くみ
られるが，非大都市圏内の人口移動や人口分
布をテーマにした研究は少ない。地方都市に
おける人口分布の変化を把握することは，今
後の地域計画の方向性を示すうえでも，きわ
めて重要であろう。従来，人口の流れは地域
計画によって規定される側面が強かったが，
少子高齢化・人口減少時代を迎え，今後は逆
に人口の流れが地域計画を規定する時代に
なると考えられる。近年，いわゆるコンパク
トシティが注目を集めているが，地方都市に
おいても都心回帰現象がみられるとすれば，
様々な課題はあるものの，コンパクトシティ
の流れに沿った地域計画の方向性が求めら
れるであろう。 
 
２．研究の目的 
 上述のような背景を念頭に置き，本研究に
おいては，地域メッシュ統計等の小地域統計
を活用し，地方都市の人口分布変化に着目し
た研究を重点的に行う。今日観察されている
人口の動きは，今後の地域計画立案において
重要なカギを握っており，基本的には人口の
動きに沿った計画策定の方向が望ましいと
考えられる。 
地方都市では，都心回帰に関する報告がほ

とんど存在しないが，全域的に人口減少が進
展するなかで，相対的に都心部に人口が再集
中してきている可能性は否定できない。そこ
で本研究では，複数の異なる規模の都市間で
都心回帰の程度が比較可能な指標を開発し，
1980 年代からの時系列分析によって都市内
人口分布の変化を把握することを主たる目
的とする。そのなかでは，地方中小都市にお
ける高齢者の人口分布変化に着目した分析
も行い，併せて今後の地域計画の方向性を探
ることとする。 
  

３．研究の方法 
 本研究においては，47 都道府県の県庁所在
地を対象とし，都心回帰の比較分析を行った。
分析にあたっては，都市圏の範囲を設定する
必要があるが、これには金本・徳岡（2002）
によって提示されている都市雇用圏を利用
した。ただし近年、「平成の大合併」により
市区町村境域が拡大し、一部に実質的な圏域
との乖離もみられることから、2000 年国勢調
査時点の都市雇用圏に含まれる（当時の）市
区町村を都市圏とした。なお、東京大都市圏
に含まれるさいたま・千葉・横浜、京都大都
市圏に含まれる大津、大阪大都市圏に含まれ
る奈良の各市は都市雇用圏が存在しないが、
これらの都市については、2014 年 11 月末時
点における各市の境域を都市圏と仮定した。
一方、東京・京都・大阪の各大都市圏には、
上記各市の境域をそれぞれ含めることとし
た。 
また都心の場所については、様々な設定方

法が考えられるが、本稿では比較の容易性も
考慮し、国土交通省国土政策局の国土数値情
報から得られる各都市の平成 22（2010）年時
点における市役所の立地点を都心と仮定し
た。都市によって詳細な状況は異なるものの、
市役所の存在する場所は行政上の中心地と
捉えることができる。対象期間は、1980～
2010 年の 30 年間とした。分析にあたっては
総務省統計局の国勢調査の地域メッシュ統
計（3 次メッシュ）を利用し、上記の都市圏
に一部でも含まれるメッシュを分析上の都
市圏とした。 
都心回帰の測定にあたっては，人口ポテン

シャルの概念を援用した。ただし人口ポテン
シャルは，圏域内における相対的な人口分布
の変化については捉えることができない。そ
こで，人口ポテンシャル算出式中の人口を圏
域内に占める人口シェアに置き換えた指標
（人口シェアポテンシャル）を作成した。自
地域の人口シェアポテンシャルも考慮する
と，任意の 3次メッシュ iにおける人口シェ
アポテンシャル Siは，  
 
 
 
 
 
として算出される。ここで，Vi：3 次メッ

シュ i の重心の人口ポテンシャル，P：圏域
人口，ri： 3 次メッシュ iを同じ面積の円と
したときの半径，pi：3次メッシュ iの人口，
dij：3次メッシュiとjの重心間の直線距離，
である。本指標は，圏域内の任意の地点にお
ける相対的な人口集積を示す値であり，その
値を時系列で比較することによって相対的
な人口集積の変化を評価することが可能で
ある。本稿においては、都心地点の人口シェ
アポテンシャルを 1980～2010 年の 5 年ごと
に算出し、期間中に値が上昇している場合に
都心回帰とみなすこととした。 
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 都心と仮定している市役所の立地点の人
口シェアポテンシャルは、IDW（Inverse 
Distance Weighting）補間によって求めた。
IDW 補間は、対象とする地点の値を、値が既
知の複数の地点との距離の逆数（またはその
べき乗）で重み付けすることによって推定す
る方法である。本稿では、市役所のポイント
が含まれるメッシュとそれを取り囲むメッ
シュの合計9メッシュの重心の人口シェアポ
テンシャルから、都心の人口シェアポテンシ
ャルを求めることとし、距離の逆数の 2乗値
により重み付けを行った。 
 
４．研究成果 
 1980～2010 年の間の各 5年間において、県
庁所在地の市役所地点の期首時点における
人口シェアポテンシャルを基準として、期末
時点の値の変化率を算出したのが表1である。
本表には，圏域となっている3次メッシュ（人
口がゼロのメッシュも含む）の面積を合計し
た圏域面積を併記している。 
 
表 1 各都市の都心における人口シェアポテ
ンシャルの変化率（1980～2010 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1980→1985 年において変化率が増加を示
しているのは水戸・佐賀、1985→1990 年と
1990→1995 年においては秋田のみであり、各
都市圏において軒並み人口郊外化が進行し
ていたことが窺われる。1980～1995 年の 15
年間の低下率が最も大きいのは神戸（－
18.9％）であり、このほか札幌・前橋・東京・
金沢・甲府・大津・京都・広島・福岡・長崎・
鹿児島においては低下率が 10％を超えてい
る。神戸においては 1995 年 1 月に発生した
阪神・淡路大震災の影響が含まれるため、こ
れを考慮する必要があるが、全体としては人
口規模の大きい都市圏において低下率が大
きくなっている傾向が認められる。 
1995→2000 年においては、札幌・さいた

ま・千葉・横浜・神戸・奈良・福岡の 7市で
都心の人口シェアポテンシャルの上昇がみ
られ、東京や大阪においてもほぼ横ばいに転
じている。このように本期間では、大都市圏
および大都市圏に属する中心市において、都
心の人口シェアポテンシャルの回復傾向が
みられることから、1990 年代後半を郊外化か
ら都心回帰へのターニングポイントと位置
づけることができよう。これは、過去の既往
研究における指摘とも一致する。一方、地方
都市の都心においては、1995 年以前の人口シ
ェアポテンシャル低下が継続する傾向が目
立っており、都心回帰の兆候が地方都市まで
及んでいる状況とはいえない。 
しかし 2000→2005 年になると 31 都市、

2005→2010 年では 34 都市において、それぞ
れ都心の人口シェアポテンシャル値が上昇
しており、1995 年以前とは傾向が一変してい
る。2000～2010 年の 10 年間の上昇率が最も
大きいのは千葉（8.1％）であり、札幌・福
岡・神戸・岡山・佐賀・那覇・大津・大阪・
東京などがこれに続いている。主に大都市圏
において都心回帰の傾向が強まっているこ
とが窺える一方で、とくに 2005→2010 年に
おいては地方都市の都市圏においても都心
の人口シェアポテンシャルの反転上昇が多
くみられるようになり、都心回帰の動きが地
方都市に波及してきていることも明らかで
ある。反面、率は緩やかながら、依然として
都心の人口シェアポテンシャル低下が止ま
らない都市も、中部・北陸地方を中心として
見受けられる。これは、都心回帰の程度が地
域別にも異なっていることを示唆するもの
であり、その要因の解明は今後の課題の一つ
である。 
 続いて、都市圏人口の増減率と都心の人口
シェアポテンシャル変化率について相関係
数を算出した結果、表 2 のとおりとなった。 
 対象とした期間中では、1985→1990 年にお
いて最も負の相関が高くなっている。本期間
はほぼバブル期に該当し、人口増加が顕著な
都市圏では、都心から距離の離れた郊外にお
いて大規模な宅地開発が進展したことなど
による影響が大きかったと考えられる。その
後、負の相関が急速に弱まった 1990→1995

 （％） （km2）
1980年
→

1985年

1985年
→

1990年

1990年
→

1995年

1995年
→

2000年

2000年
→

2005年

2005年
→

2010年

圏域
面積

札幌 -3.39 -3.78 -3.87 0.25 3.13 4.64 2798
青森 -4.63 -2.30 -2.65 -2.47 -0.65 1.08 1397
盛岡 -3.68 -2.39 -2.62 -2.70 0.17 0.92 2926
仙台 -2.72 -3.54 -4.02 -1.97 0.15 1.68 2527
秋田 -0.59 0.42 0.44 -1.19 0.37 -0.26 2096
山形 -3.12 -2.03 -2.21 -1.84 -1.15 -0.08 1916
福島 -2.76 -0.55 -0.35 -1.00 0.75 0.95 1379
水戸 0.48 -0.47 -1.62 -0.52 0.46 1.86 1446
宇都宮 -3.01 -2.47 -2.93 -1.56 0.18 0.51 2614
前橋 -3.96 -3.80 -3.88 -3.42 -2.26 -0.23 698
さいたま -2.38 -1.39 -1.51 0.65 0.51 0.20 269
千葉 -3.16 -2.51 -3.83 0.48 3.53 4.43 351
東京 -3.47 -4.99 -3.12 -0.08 1.53 1.65 9942
横浜 -4.02 -3.17 -1.18 0.34 1.67 0.83 524
新潟 -4.01 -2.53 -2.80 -1.27 0.15 0.56 1551
富山 -2.47 -2.26 -2.35 -2.34 -0.70 -0.12 2044
金沢 -4.96 -3.25 -4.00 -3.78 -2.81 -1.02 1267
福井 -3.19 -2.03 -2.55 -3.29 -1.49 -1.16 2065
甲府 -4.60 -5.06 -3.37 -3.02 -2.37 -0.12 1420
長野 -1.89 -0.76 -1.19 -1.91 0.34 -0.11 2022
岐阜 -5.29 -3.69 -4.05 -3.35 -2.76 -1.40 948
静岡 -3.03 -1.93 -2.64 -1.95 0.08 -0.19 1872
名古屋 -3.44 -2.76 -2.62 -1.45 -0.20 0.75 2758
津 -2.07 -0.85 -3.94 -2.64 -0.87 -2.05 700
大津 -5.61 -6.67 -3.50 -2.99 1.48 2.60 476
京都 -5.49 -4.43 -2.89 -0.82 1.04 0.23 2275
大阪 -1.88 -1.89 -1.33 -0.17 1.61 2.15 4382
神戸 -4.90 -4.63 -10.61 3.58 2.97 2.74 1104
奈良 -0.25 -2.07 -0.79 0.19 -0.35 1.05 372
和歌山 -3.60 -3.17 -3.27 -2.73 -1.17 -0.59 739
鳥取 -2.12 -1.67 -1.29 -0.65 0.46 0.43 1645
松江 -4.35 -0.95 -2.17 -1.34 -0.98 1.23 724
岡山 -2.25 -0.34 -0.94 -0.89 2.63 2.43 2415
広島 -3.66 -2.49 -4.64 -1.89 1.26 1.17 2976
山口 -4.43 -2.29 -2.32 -1.93 0.40 -0.89 832
徳島 -2.37 -1.83 -0.85 -1.76 -0.17 0.20 1148
高松 -1.64 -1.76 -3.94 -2.01 -1.17 0.83 1207
松山 -2.69 -2.98 -1.82 -0.55 1.02 0.09 937
高知 -3.81 -2.03 -2.89 -1.19 -1.29 0.16 1295
福岡 -3.70 -4.27 -3.09 0.45 3.10 2.62 1553
佐賀 0.73 -0.31 -0.05 -0.06 1.58 3.38 994
長崎 -4.52 -4.93 -3.80 -2.92 0.85 1.54 1096
熊本 -3.86 -2.09 -2.55 -1.84 0.24 0.67 1423
大分 -1.57 -0.92 -1.02 -1.46 0.27 1.99 1695
宮崎 -2.84 -3.97 -1.77 -2.13 0.24 1.46 1060
鹿児島 -4.55 -4.05 -3.08 -1.36 0.83 1.22 1209
那覇 -2.82 -3.09 -3.52 -2.79 3.98 0.94 340
都心回帰 2 1 1 7 31 34 -
注1）「都心回帰」は、期間中のシェアポテンシャルの変化率がプラスの都市数を表す。

注2）圏域面積は、1980～2005年の分析に用いた日本測地系メッシュによる。
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年を経て、1995→2000 年で正の相関に転じて
おり、ここからも 1990 年代後半が都心回帰
のターニングポイントとなっていることが
示唆される。つまりこの時期に、増加する都
市圏人口が、郊外よりもむしろ都心において
吸収される方向に変化したことを示すもの
である。 
 
表 2 都市圏人口の増減率と都心の人口シェ
アポテンシャル変化率の相関係数 
 
 
 
 
 
 
2000→2005 年では正の相関がさらに強ま

っているが、2005→2010 年になると逆にやや
弱まっている。これは、人口減少傾向となっ
ている都市圏においても、相対的に人口が都
心に集中しはじめていることを意味するも
のであると考えられ、今後の動向が注目され
る（期間中で最も負の相関が高い 1985→1990
年と、最も正の相関が高い 2000→2005 年の
散布図を図 1に表示）。 
 
 
図 1 都市圏人口の増減率と都心の人口シェ
アポテンシャル変化率の関係 
（上：1985→1990 年，下：2000→2005 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
以上のように本研究では，都心回帰の程度

を測定する指標として人口ポテンシャル概
念に基づく人口シェアポテンシャルを提示
し、その期間中の変化率を用いて 47 都道府
県の県庁所在地における都心回帰の動向を
定量的に分析した。その結果、1995 年以前に
おいては大都市圏を中心として人口郊外化
の進行が著しかったが、1995→2000 年におい
て、大都市圏の一部で都心回帰の兆候がみら
れたのを皮切りに、2000→2005 年には大都市
圏を中心として都心回帰の動きが一気に広
まり、2005→2010 年には地方都市の都市圏に
おいても都心回帰の傾向が明瞭に現れてき
たことが示された。一方で、中部・北陸地方
の都市においては全般的に都心回帰の動き
が低調であるなど、一定の地域差も認められ
た。都心回帰は、確かに大都市圏において先
行的に観察された現象であったが、都市圏内
での相対的な人口分布でみれば、近年地方都
市の都市圏にも都心回帰が広く波及してき
ていることは新たな知見であると思われる。
人口シェアポテンシャルによれば、都市圏内
の任意の地域における相対的な人口集積の
変化を定量的に把握することが可能であり、
都心回帰のみならず圏域内の人口分布変化
に関する分析に対して幅広く適用可能であ
ると考えられる。 
今後，各地域においていっそうの少子高齢

化・人口減少が不可避な状況のなかで，とく
に地方都市では従来のように人口分布が再
度分散に向かうことは想定しづらく，近年の
人口の流れに沿った形での地域計画フレー
ムを模索していくことが求められるであろ
う。 
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